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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．提出会社は、平成18年3月21日付で、1株を1.1株に株式分割いたしました。なお、当該株式分割が第34期の

期首に行われたと仮定した場合における1株当たり純資産額、1株当たり中間（当期）純利益金額はそれぞれ

以下のとおりとなります。 

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自 平成17年 
3月21日 

至 平成17年 
9月20日 

自 平成18年 
3月21日 

至 平成18年 
9月20日 

自 平成19年 
3月21日 

至 平成19年 
9月20日 

自 平成17年 
3月21日 

至 平成18年 
3月20日 

自 平成18年 
3月21日 

至 平成19年 
3月20日 

(1)連結経営指標等          

売上高（百万円） 73,981 88,159 94,586 158,292 182,711 

経常利益（百万円） 38,336 46,488 50,215 84,446 97,541 

中間(当期)純利益（百万円） 22,880 27,840 30,218 50,447 58,646 

純資産額（百万円） 329,857 385,846 444,382 359,542 416,950 

総資産額（百万円） 359,390 422,040 484,175 396,017 460,167 

1株当たり純資産額（円） 7,228.55 7,689.25 8,856.72 7,878.80 8,309.63 

1株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
501.39 554.79 602.26 1,104.82 1,168.70 

潜在株式調整後1株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 91.8 91.4 91.8 90.8 90.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
21,469 26,463 26,968 43,545 56,350 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△50,697 △24,214 △24,314 △72,366 △53,771 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△751 △843 △1,261 △1,281 △1,433 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
11,268 13,079 14,365 11,407 13,094 

従業員数（人） 2,319 2,633 2,868 2,379 2,665 

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自 平成17年 
3月21日 

至 平成17年 
 9月20日 

自 平成18年 
3月21日 

至 平成18年 
9月20日 

自 平成19年 
3月21日 

至 平成19年 
9月20日 

自 平成17年 
3月21日 

至 平成18年 
3月20日 

自 平成18年 
3月21日 

至 平成19年 
3月20日 

1株当たり純資産額(円) 6,571.41 7,689.25 8,856.72 7,162.55 8,309.63 

1株当たり中間（当期）純利

益金額(円) 
455.81 554.79 602.26 1,004.39 1,168.70 



 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成18年3月21日付で、1株を1.1株に株式分割いたしました。なお、当該株式分割が第34期の期首に行われ

たと仮定した場合における1株当たり純資産額、1株当たり中間（当期）純利益金額はそれぞれ以下のとおり

となります。 

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自 平成17年 
3月21日 

至 平成17年 
9月20日 

自 平成18年 
3月21日 

至 平成18年 
9月20日 

自 平成19年 
3月21日 

至 平成19年 
9月20日 

自 平成17年 
3月21日 

至 平成18年 
3月20日 

自 平成18年 
3月21日 

至 平成19年 
3月20日 

(2)提出会社の経営指標等          

売上高（百万円） 63,190 75,138 79,814 136,292 156,053 

経常利益（百万円） 35,566 43,485 47,079 78,849 91,207 

中間(当期)純利益（百万円） 21,444 26,135 28,440 47,386 55,057 

資本金（百万円） 30,637 30,637 30,637 30,637 30,637 

発行済株式総数（千株） 45,681 50,249 50,249 45,681 50,249 

純資産額（百万円） 319,922 371,749 426,276 347,502 400,511 

総資産額（百万円） 345,590 402,829 459,845 379,360 437,655 

1株当たり純資産額（円） 7,010.84 7,408.32 8,495.86 7,615.07 7,982.00 

1株当たり中間（当期）純利

益金額（円） 
469.92 520.80 566.82 1,037.88 1,097.18 

潜在株式調整後1株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ － － － － 

1株当たり配当額（円） 10.00 10.00 30.00 20.00 40.00 

自己資本比率（％） 92.6 92.3 92.7 91.6 91.5 

従業員数（人） 1,551 1,670 1,791 1,529 1,647 

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自 平成17年 
3月21日 

至 平成17年 
 9月20日 

自 平成18年 
3月21日 

至 平成18年 
9月20日 

自 平成19年 
3月21日 

至 平成19年 
9月20日 

自 平成17年 
3月21日 

至 平成18年 
3月20日 

自 平成18年 
3月21日 

至 平成19年 
3月20日 

1株当たり純資産額(円) 6,373.50 7,408.32 8,495.86 6,922.79 7,982.00 

1株当たり中間（当期）純利

益金額(円) 
427.20 520.80 566.82 943.53 1,097.18 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

 当社グループの平成19年9月20日現在における従業員数（就業人員数）は、2,868人であります。 

 当社グループの主たる事業は産業用電子応用機器の製造販売であり、当該事業の売上高及び営業利益が90％を超

えるため、事業の種類別セグメントを開示しておらず、従業員数をセグメント別に区分して表示しておりません。

(2)提出会社の状況 

 （注） 従業員数は、就業人員数であります。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  （平成19年9月20日現在）

従業員数（人） 1,791 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、為替や原油価格の動向、米国の景気減速などの懸念材料がありまし

たものの、民間需要に支えられ緩やかな拡大基調で推移いたしました。 

 こうしたなかで、当社グループといたしましては中長期的な成長を維持する観点からも、企画開発面での充実、

営業面での強化を図ってまいりました。企画開発面では、3-Axis ＹＶＯ４レーザマーカ、プログラマブルコント

ローラ、デジタルマイクロスコープ等の新商品の開発を行い、営業面では、人材の充実強化、海外を中心とした営

業拠点の拡充を図ってまいりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間における売上高は94,586百万円（前年同期比7.3％増）、営業利益は47,706百

万円（前年同期比7.5％増）、経常利益は50,215百万円（前年同期比8.0％増）、当期純利益は30,218百万円（前年

同期比8.5％増）となりました。 

所在地別業績は次のとおりであります。 

①日本 

 国内における設備投資は、引き続き増加基調となり、電気精密機器や食品薬品などの業界を中心に売上高は順調

に推移しました。そうしたなか、新商品の売上なども寄与し、セグメント間の内部売上高を含む売上高は84,913百

万円（前年同期比6.2％増）、営業利益は46,078百万円（前年同期比7.7％増）となりました。 

②北中米 

 米国景気は底堅く推移し、設備投資も概ね堅調でした。そうしたなか、米国、カナダで営業拠点の充実強化を図

るなど販売拡大に努め、外部顧客に対する売上高は8,505百万円（前年同期比14.3％増）、営業利益は976百万円

（前年同期比22.3％増）となりました。 

③その他 

 アジアは国による違いがみられましたが、ヨーロッパについては総じて好調に推移しました。ドイツ、イタリ

ア、中国で営業拠点の新設、拡充などを積極的に行い、外部顧客に対する売上高は14,784百万円（前年同期比

20.5％増）、営業利益は991百万円（前年同期比9.2％減）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ

1,285百万円（9.8％）増加、前連結会計年度末に比べ1,270百万円（9.7％）増加し、14,365百万円となりました。

なお、当中間連結会計期間における各活動によるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加額は、26,968百万円と前年同期比504百万円（1.9％）の

増加となりました。これは、当中間連結会計期間の税金等調整前当期純利益が50,215百万円と前年同期比3,726百

万円（8.0％）増加した一方で、法人税等の支払額が22,653百万円と前年同期比4,943百万円（27.9％）増加したこ

となどによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動に使用した資金は、24,314百万円と前年同期比99百万円（0.4％）の増加

となりました。これは、有価証券の増加額が22,904百万円で前年同期比183百万円（0.8％）減少とほぼ前年と同水

準であったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少額は、配当金の支払などにより1,261百万円と前年同期

比49.6％の増加となりました。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社は即納体制を敷いているため、受注はほぼ売上高と均衡しており、受注残高に重要性はありません。 

(3)販売実績 

 （注）１．販売実績が総販売実績の100分の10以上となる相手先はないため、主要な顧客別の売上状況は記載を省略し

ております。 

２．同種の機種でもその構造、形式等は一様でないため数量表示は困難であるので記載しておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発の大部分を、当社が行っております。 

 当中間連結会計期間における主な成果といたしましては、拡大観察画像を従来の8bit階調から16bit階調で取得で

きる高性能画像エンジン「REMAXⅡ」を開発、クラス最高画素となる5400万画素3CCDハンディカメラを搭載したデジ

タルマイクロスコープ（VHX-900）の開発に成功いたしました。また、ラダー実行エンジン「KV VELOCEⅡ」の開発に

よりプログラム実行速度を当社比2.5倍に高速化、業界で初めてCPUユニットにEthernet/FL-netポートを標準装備し

たプログラマブルコントローラ（KV-5000）等現場のニーズに対応した商品の開発にも注力しました。 

 なお、当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発費は3,428百万円となりました。 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前年同期比（％） 

検出制御機器（百万円） 34,995 104.3 

計測制御機器（百万円） 30,043 108.8 

自動化用測定機器（百万円） 23,126 123.8 

その他（百万円） 4,023 112.9 

合計（百万円） 92,188 110.5 

品目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前年同期比（％） 

検出制御機器（百万円） 36,049 104.5 

計測制御機器（百万円） 31,273 108.5 

自動化用測定機器（百万円） 21,898 110.8 

その他（百万円） 5,364 105.1 

合計（百万円） 94,586 107.3 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 記載すべき事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 137,000,000 

計 137,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年9月20日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年11月30日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 50,249,522 50,249,522 

東京証券取引所 

市場第一部 

大阪証券取引所 

市場第一部 

－ 

計 50,249,522 50,249,522 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年3月21日～
平成19年9月20日 

－ 50,249,522 － 30,637 － 30,526 



(5）【大株主の状況】 

  平成19年9月20日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ティ・ティ 大阪府豊中市新千里南町3－23－2 8,981 17.87 

        

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社信託口 

東京都中央区晴海1－8－11 4,067 8.09 

        

滝崎 武光 大阪府豊中市 3,874 7.71 

        

ステート ストリート バンク 

アンド トラストカンパニー 

米国、ボストン 2,156 4.29 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

（東京都中央区日本橋兜町6－7）    

       

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社信託口 

東京都港区浜松町2－11－3 1,683 3.35 

        

ザ チェース マンハッタン 

バンク エヌ エイ ロンドン 

エス エル オムニバス アカ

ウント 

英国、ロンドン 1,483 2.95 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

（東京都中央区日本橋兜町6－7）     

        

株式会社光通信 東京都豊島区南池袋1－16－15 1,430 2.85 

        

ステート ストリート バンク 

アンド トラストカンパニー

505103 

米国、ボストン 1,285 2.56 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

（東京都中央区日本橋兜町6－7）    

       

ザ チェース マンハッタン 

バンク 385036 

米国、カリフォルニア 925 1.84 

（常任代理人 株式会社みず

ほコーポレート銀行兜町証券

決済業務室） 

（東京都中央区日本橋兜町6－7）     

        

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町1－13－1 924 1.84 

計 － 26,811 53.36 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数3個が含まれております。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであり、平成19年4月1日から平成19年9月30日ま

での暦月によっております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 （注） 平成19年6月7日付でモルガン・スタンレー証券株式会社及びその共同保有者（計7社）が株式を保有してい

る旨の大量保有報告書が提出されておりますが、当社として当中間会計期間末時点における当該法人名義

の実質所有株式数の確認ができませんので、前記「大株主の状況」では考慮しておりません。 

 当該大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

氏名又は名称 住所 
保有株券等の数 

（千株） 
株券等保有割合

（％） 

モルガン・スタンレー

証券株式会社 他6社 

東京都渋谷区恵比寿四丁目２０番３号

恵比寿ガーデンプレイスタワー 他 
2,990 5.95 

  平成19年9月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   74,800 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 50,051,200  500,512 － 

単元未満株式 普通株式   123,522 － 
1単元（100株）未満の

株式 

発行済株式総数 50,249,522 － － 

総株主の議決権 － 500,512 － 

  平成19年9月20日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社キーエンス 
大阪市東淀川区東中

島1－3－14 
74,800 － 74,800 0.15 

計 － 74,800 － 74,800 0.15 

月別 平成19年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 27,770 27,420 27,000 27,260 27,430 25,960 

最低（円） 25,910 24,700 25,430 25,410 24,400 24,250 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年3月21日から平成18年9月20日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年3月21日から平成19年9月20日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年3月21日から平成18年9月20日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年3月21日から平成19年9月20日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年3月21日から平成18年9月20日ま

で）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年3月21日から平成18年9月20日まで）の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年3月21日から平成19年

9月20日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年3月21日から平成19年9月20日まで）の中間財務諸

表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金     13,080     21,476     19,955  

２．受取手形及び売掛金     60,155     64,123     65,733  

３．有価証券     154,953     142,502     148,389  

４．たな卸資産     9,556     10,162     10,248  

５．繰延税金資産     5,042     6,321     6,186  

６．その他     899     1,179     852  

７．貸倒引当金     △233     △253     △285  

流動資産合計     243,454 57.7   245,510 50.7   251,080 54.6 

Ⅱ 固定資産                    

 １．有形固定資産 ※１                  

(1)建物及び構築物   6,028     5,677     5,857    

(2)土地   6,814     6,900     6,834    

(3)その他   2,947 15,789   4,601 17,180   3,191 15,882  

２．無形固定資産     402     355     407  

３. 投資その他の資産                    

(1)投資有価証券   140,676     198,112     169,783    

(2)金銭の信託   20,641     21,809     21,858    

(3)繰延税金資産   36     48     43    

(4)その他   1,053     1,179     1,132    

(5)貸倒引当金   △14 162,393   △19 221,129   △20 192,796  

固定資産合計     178,586 42.3   238,665 49.3   209,086 45.4 

資産合計     422,040 100.0   484,175 100.0   460,167 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛金     4,023     3,982     3,504  

２．未払費用     2,016     2,700     2,822  

３．未払法人税等     18,651     19,848     22,639  

４．賞与引当金     4,932     5,297     6,595  

５．役員賞与引当金     15     －     －  

６．その他     2,349     3,969     3,116  

流動負債合計     31,988 7.6   35,798 7.4   38,677 8.4 

Ⅱ 固定負債                    

１．繰延税金負債     3,937     3,731     4,272  

２．その他     268     262     266  

固定負債合計     4,205 1.0   3,994 0.8   4,538 1.0 

負債合計     36,194 8.6   39,792 8.2   43,216 9.4 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     30,637 7.3   30,637 6.3   30,637 6.7 

２．資本剰余金     30,531 7.2   30,531 6.3   30,531 6.6 

３．利益剰余金     321,313 76.1   380,330 78.6   351,616 76.4 

４．自己株式     △1,500 △0.4   △1,645 △0.3   △1,589 △0.3 

株主資本合計     380,981 90.3   439,853 90.8   411,196 89.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評価差
額金     3,867 0.9   3,181 0.7   4,296 0.9 

２．為替換算調整勘定     998 0.2   1,347 0.3   1,458 0.3 

評価・換算差額等合計     4,865 1.2   4,529 0.9   5,754 1.3 

純資産合計     385,846 91.4   444,382 91.8   416,950 90.6 

負債純資産合計     422,040 100.0   484,175 100.0   460,167 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     88,159 100.0   94,586 100.0   182,711 100.0 

Ⅱ 売上原価     18,721 21.2   19,563 20.7   38,442 21.0 

売上総利益     69,438 78.8   75,023 79.3   144,268 79.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   25,068 28.4   27,317 28.9   51,291 28.1 

営業利益     44,370 50.3   47,706 50.4   92,977 50.9 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   442     1,242     1,245    

２．受取配当金   14     18     24    

３．持分法による投資利益   358     263     698    

４．信託運用益   1,119     1,016     2,302    

５．為替差益   150     －     267    

６．雑収入   95 2,180 2.5 107 2,647 2.8 160 4,698 2.6 

Ⅴ 営業外費用                    

１．固定資産除却損   11     29     24    

２．為替差損   －     15     －    

３．金銭の信託評価損   －     14     －    

４．雑損失   50 62 0.1 78 138 0.1 109 134 0.1 

経常利益     46,488 52.7   50,215 53.1   97,541 53.4 

税金等調整前中間（当
期）純利益     46,488 52.7   50,215 53.1   97,541 53.4 

法人税、住民税及び事
業税 

※２   18,647 21.2   19,996 21.1   38,895 21.3 

中間（当期）純利益     27,840 31.6   30,218 31.9   58,646 32.1 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

（注）前期決算の利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,530 293,959 △1,112 354,014 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当（注）     △456   △456 

役員賞与の支給（注）     △31   △31 

中間純利益     27,840   27,840 

自己株式の取得       △391 △391 

自己株式の処分   1   3 4 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 1 27,353 △388 26,966 

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,531 321,313 △1,500 380,981 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

4,886 641 5,527 359,542 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）       △456 

役員賞与の支給（注）       △31 

中間純利益       27,840 

自己株式の取得       △391 

自己株式の処分       4 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△1,019 356 △662 △662 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,019 356 △662 26,303 

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

3,867 998 4,865 385,846 



当中間連結会計期間（自 平成19年3月21日 至 平成19年9月20日） 

  

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,531 351,616 △1,589 411,196 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △1,505   △1,505 

中間純利益     30,218   30,218 

自己株式の取得       △56 △56 

自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 0 28,713 △56 28,657 

平成19年9月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,531 380,330 △1,645 439,853 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成19年3月20日 残高 
（百万円） 

4,296 1,458 5,754 416,950 

中間連結会計期間中の変動額        

剰余金の配当       △1,505 

中間純利益       30,218 

自己株式の取得       △56 

自己株式の処分       0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△1,115 △110 △1,225 △1,225 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,115 △110 △1,225 27,431 

平成19年9月20日 残高 
（百万円） 

3,181 1,347 4,529 444,382 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年3月21日 至 平成19年3月20日） 

（注）前期決算の利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,530 293,959 △1,112 354,014 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当（注）     △456   △456 

剰余金の配当     △501   △501 

役員賞与の支給（注）     △31   △31 

当期純利益     58,646   58,646 

自己株式の取得       △480 △480 

自己株式の処分   1   3 5 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）          

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 1 57,656 △476 57,181 

平成19年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,531 351,616 △1,589 411,196 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定 評価・換算差額等合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

4,886 641 5,527 359,542 

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注）       △456 

剰余金の配当       △501 

役員賞与の支給（注）       △31 

当期純利益       58,646 

自己株式の取得       △480 

自己株式の処分       5 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△590 816 226 226 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△590 816 226 57,408 

平成19年3月20日 残高 
（百万円） 

4,296 1,458 5,754 416,950 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間（当期）純利益   46,488 50,215 97,541 

減価償却費   963 1,091 2,182 

信託運用益   △1,119 △1,016 △2,302 

受取利息及び受取配当金   △457 △1,260 △1,269 

持分法による投資利益   △358 △263 △698 

売上債権の増減額   △1,161 1,582 △6,502 

たな卸資産の増減額   458 92 △172 

仕入債務の増減額   △131 478 △650 

賞与引当金の増減額   △669 △1,293 988 

役員賞与の支払額   △31 － △31 

その他   △318 △1,146 1,242 

小計   43,663 48,480 90,326 

利息及び配当金の受取額   510 1,140 1,150 

法人税等の支払額   △17,709 △22,653 △35,127 

営業活動によるキャッシュ・フロー   26,463 26,968 56,350 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

有価証券の増減額   △23,087 △22,904 △44,444 

有形固定資産の取得による支出   △1,060 △1,131 △2,332 

その他   △66 △277 △6,994 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △24,214 △24,314 △53,771 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

配当金の支払額   △456 △1,505 △958 

自己株式の取得と処分による収支
差額   △387 △56 △475 

その他   － 300 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △843 △1,261 △1,433 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   265 △121 541 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額   1,671 1,270 1,686 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   11,407 13,094 11,407 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※１ 13,079 14,365 13,094 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社21社を連結の範囲

に含めております。 

主要な連結子会社名は、KEYENCE  

CORPORATION OF AMERICAでありま

す。 

KEYENCE MEXICO, S.A. DE C.V.ほ

か1社について、当中間連結会計

期間において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めておりま

す。 

すべての子会社21社を連結の範囲

に含めております。 

主要な連結子会社名は、KEYENCE  

CORPORATION OF AMERICAでありま

す。 

すべての子会社21社を連結の範囲

に含めております。 

主要な連結子会社名は、KEYENCE  

CORPORATION OF AMERICAでありま

す。 

KEYENCE MEXICO, S.A. DE C.V.ほ

か1社について、当連結会計年度に

おいて新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

すべての関連会社1社に持分法を

適用しております。 

関連会社名は、KOREA KEYENCE  

CO.,LTD.であります。 

同左 同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

子会社のうちKEYENCE  

INTERNATIONAL TRADING  

(SHANGHAI) CO.,LTD.ほか在外子

会社2社については6月末日、これ

ら3社を除く在外子会社12社及び

㈱信和電業社の中間決算日は8月

末日であります。中間連結財務諸

表の作成に当たっては、同中間決

算日現在の中間財務諸表を使用し

ております。 

ただし、これらの中間決算日と中

間連結決算日との間に発生した重

要な取引については、連結上必要

な調整を行っております。 

同左 子会社のうちKEYENCE INTERNATION

AL TRADING (SHANGHAI) CO.,LTD.

ほか在外子会社2社については12月

末日、これら3社を除く在外子会社

12社及び㈱信和電業社の決算日は2

月末日であります。連結財務諸表

の作成に当たっては、同決算日現

在の財務諸表を使用しておりま

す。 

ただし、これらの決算日と連結決

算日との間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処

理し、取得原価は移動平均

法により算定） 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(イ)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、取得原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  金銭の信託に含まれる有価証券 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

取得原価は移動平均法により

算定） 

金銭の信託に含まれる有価証券 

同左 

金銭の信託に含まれる有価証券 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、取得

原価は移動平均法により算

定） 

  たな卸資産 

当社及び国内子会社は主とし

て総平均法による原価法、在

外子会社は主として総平均法

による低価法によっておりま

す。 

たな卸資産 

同左 

たな卸資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

  (ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

当社及び国内子会社は定率

法、在外子会社は主として定

額法を採用しております。 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

当社及び国内子会社は定率法

（ただし、平成19年4月1日以

降に取得した建物（附属設備

を除く）は定額法）を採用

し、在外子会社は主として定

額法を採用しております。 

  

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当中

間連結会計期間より、当社及

び国内子会社は、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

この変更に伴う損益に与える

影響とセグメント情報に与え

る影響は軽微であります。 

  

(ロ)重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

当社及び国内子会社は定率

法、在外子会社は主として定

額法を採用しております。 

  無形固定資産 

主として定額法を採用してお

ります。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

  (ハ)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、当社及び国内子会

社は一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。また、在外子会社は相手

先の財政状態を個別に判定し

て回収不能見込額を計上して

おります。 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

(ハ)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に備

えるため、賞与支給予想額の

うち当中間連結会計期間負担

額を計上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に備

えるため、賞与支給予想額の

うち当期負担額を計上してお

ります。 

  役員賞与引当金 

  役員に対する賞与支給に備え

るため、賞与支給予想額のう

ち当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

───── ───── 

  (ニ)その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(ニ)その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(ニ)その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

手許現金及び預入れ期間が3カ月

以内の預金としております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号 平成

17年12月9日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月9日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は385,846百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間連結財務諸表規則の

改正に伴い、改正後の中間連結財務

諸表規則により作成しております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第8

号 平成17年12月9日）を適用してお

ります。これまでの資本の部の合計

に相当する金額は416,950百万円であ

ります。 

なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の増加4,568,138株は、平成18年3月21日付で1株を1.1株に株式分割したことによるもの

であります。 

   ２．普通株式の自己株式の増加18,437株は、単元未満株式の買取りによる増加13,314株、株式分割による増加

5,123株であります。普通株式の自己株式の減少145株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

項目 
前中間連結会計期間末 
（平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月20日） 

前連結会計年度末 
（平成19年3月20日） 

※１．有形固定資産      

減価償却累計額 18,047百万円       19,688百万円       19,062百万円 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

※１．販売費及び一般管理費

のうち主要な費目及び

金額 

広告宣伝費 2,146百万円

役員報酬及び従業

員給料手当賞与 
7,702百万円

賞与引当金繰入額 4,553百万円

研究開発費 3,216百万円

広告宣伝費    2,203百万円

役員報酬及び従業

員給料手当賞与 
   8,303百万円

賞与引当金繰入額    4,883百万円

研究開発費    3,428百万円

広告宣伝費 4,391百万円

役員報酬及び従業

員給料手当賞与 
 19,074百万円

賞与引当金繰入額    6,058百万円

研究開発費    6,749百万円

※２．法人税等の表示方法 法人税等調整額は「法人税、住民

税及び事業税」に含めて表示して

おります。 

同左 ───── 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式（注）１ 
45,681,384 4,568,138 － 50,249,522 

合計 45,681,384 4,568,138 － 50,249,522 

自己株式 

普通株式（注）２ 
51,235 18,437 145 69,527 

合計 51,235 18,437 145 69,527 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年6月16日 

定時株主総会 
普通株式 456 10 平成18年3月20日 平成18年6月19日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
1株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成18年11月6日 

取締役会 
普通株式 501 利益剰余金 10 平成18年9月20日 平成18年11月29日 



当中間連結会計期間（自 平成19年3月21日 至 平成19年9月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加2,172株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。普通株式の自己株式の減少9

株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 
50,249,522 － － 50,249,522 

合計 50,249,522 － － 50,249,522 

自己株式 

普通株式（注） 
72,699 2,172 9 74,862 

合計 72,699 2,172 9 74,862 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年6月19日 

定時株主総会 
普通株式 1,505 30 平成19年3月20日 平成19年6月20日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
1株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年11月5日 

取締役会 
普通株式 1,505 利益剰余金 30 平成19年9月20日 平成19年11月29日 



前連結会計年度（自 平成18年3月21日 至 平成19年3月20日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式の増加4,568,138株は、平成18年3月21日付で1株を1.1株に株式分割したことによるもの

であります。 

   ２．普通株式の自己株式の増加21,648株は、単元未満株式の買取りによる増加16,525株、株式分割による増加

5,123株であります。普通株式の自己株式の減少184株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当連結会計年度増加 
株式数（株） 

当連結会計年度減少 
株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

発行済株式 

普通株式（注）１ 
45,681,384 4,568,138 － 50,249,522 

合計 45,681,384 4,568,138 － 50,249,522 

自己株式 

普通株式（注）２ 
51,235 21,648 184 72,699 

合計 51,235 21,648 184 72,699 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成18年6月16日 

定時株主総会 
普通株式 456 10 平成18年3月20日 平成18年6月19日 

平成18年11月6日 

取締役会 
普通株式 501 10 平成18年9月20日 平成18年11月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
1株当たり 

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成19年6月19日 

定時株主総会 
普通株式 1,505 利益剰余金 30 平成19年3月20日 平成19年6月20日 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

（平成18年9月20日現在） （平成19年9月20日現在） （平成19年3月20日現在） 

  百万円 

現金及び預金勘定 13,080 

預入れ期間が3カ月を超え

る定期預金 
△1 

現金及び現金同等物 13,079 

  百万円 

現金及び預金勘定 21,476 

預入れ期間が3カ月を超え

る定期預金 
△7,111 

現金及び現金同等物 14,365 

  百万円 

現金及び預金勘定 19,955 

預入れ期間が3カ月を超え

る定期預金 
△6,861 

現金及び現金同等物 13,094 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年9月20日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 上記の他、以下のものはその他有価証券に準じた会計処理を適用しております。 

当中間連結会計期間末（平成19年9月20日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 上記の他、以下のものはその他有価証券に準じた会計処理を適用しております。 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 768 3,751 2,982 

(2)債券      

国債・地方債等 224,025 223,796 △228 

社債 52,654 52,547 △106 

(3)その他 12,500 14,342 1,842 

合計 289,948 294,439 4,490 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

金銭の信託 18,631 20,641 2,009 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 770 2,917 2,146 

(2)債券      

国債・地方債等 212,090 212,230 140 

社債 109,169 108,494 △675 

(3)その他 12,500 15,210 2,710 

合計 334,530 338,853 4,322 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

金銭の信託 20,784 21,809 1,024 



前連結会計年度末（平成19年3月20日現在） 

その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 上記の他、以下のものはその他有価証券に準じた会計処理を適用しております。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年9月20日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 記載すべき事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成19年9月20日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 記載すべき事項はありません。 

前連結会計年度末（平成19年3月20日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 記載すべき事項はありません。 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 769 3,502 2,733 

(2) 債券      

国債・地方債等 220,799 220,600 △199 

社債 77,337 77,257 △79 

(3) その他 12,500 15,211 2,711 

合計 311,406 316,572 5,165 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

金銭の信託 19,802 21,858 2,055 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループの主たる事業は産業用電子応用機器の製造販売であり、前中間連結会計期間、当中間連結会計

期間及び前連結会計年度における当該事業の売上高及び営業利益が90％を超えるため記載を省略しておりま

す。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北中米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

３．当中間連結会計期間にメキシコに現地法人を設立したことに伴い、セグメントの表記を北米から北中米に変

更しております。 

当中間連結会計期間（自 平成19年3月21日 至 平成19年9月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北中米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

  

 
日本 

（百万円） 
北中米 

（百万円） 
その他 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 68,455 7,438 12,265 88,159 － 88,159 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
11,474 － － 11,474 (11,474) － 

計 79,930 7,438 12,265 99,634 (11,474) 88,159 

営業費用 37,135 6,640 11,172 54,949 (11,159) 43,789 

営業利益 42,794 798 1,092 44,685 (314) 44,370 

 
日本 

（百万円） 
北中米 

（百万円） 
その他 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1)外部顧客に対する売上高 71,297 8,505 14,784 94,586 － 94,586 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
13,616 － － 13,616 (13,616) － 

計 84,913 8,505 14,784 108,203 (13,616) 94,586 

営業費用 38,835 7,528 13,792 60,157 (13,276) 46,880 

営業利益 46,078 976 991 48,045 (339) 47,706 



前連結会計年度（自 平成18年3月21日 至 平成19年3月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北中米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

３．当連結会計年度にメキシコに現地法人を設立したことに伴い、セグメントの表記を北米から北中米に変更し

ております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米・中南米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

３．海外売上高は当社及び子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成19年3月21日 至 平成19年9月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米・中南米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

３．海外売上高は当社及び子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。 

 
日本 

（百万円） 
北中米 

（百万円） 
その他 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1) 外部顧客に対する売上高 142,138 15,005 25,567 182,711 － 182,711 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
23,517 － － 23,517 (23,517) － 

計 165,655 15,005 25,567 206,228 (23,517) 182,711 

営業費用 75,924 13,487 23,364 112,776 (23,041) 89,734 

営業利益 89,731 1,517 2,203 93,452 (475) 92,977 

  北米・中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 7,465 13,687 21,152 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 88,159 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 8.5 15.5 24.0 

  北米・中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 8,547 16,247 24,795 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 94,586 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 9.0 17.2 26.2 



前連結会計年度（自 平成18年3月21日 至 平成19年3月20日） 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

北米・中南米……米国 

その他……アジア、ヨーロッパ 

３．海外売上高は当社及び子会社の日本以外の国又は地域における売上高であります。 

（1株当たり情報） 

  北米・中南米 その他 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 15,062 28,532 43,595 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 182,711 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割合（％） 8.2 15.6 23.9 

項目 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日)

前連結会計年度 
(自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日)

1株当たり純資産額 7,689円25銭      8,856円72銭      8,309円63銭 

1株当たり中間（当期）純利益金額 554円79銭    602円26銭      1,168円70銭 

潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益金額 

潜在株式調整後1株当

たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

潜在株式調整後1株当

たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

潜在株式調整後1株当

たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

  当社は、平成18年3月

21日付で株式1株につ

き1.1株の株式分割を

行っております。 

なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮

定した場合の1株当た

り情報については、そ

れぞれ以下のとおりと

なります。 

(前中間連結会計期間) 

1株当たり純資産額 

6,571円41銭 

1株当たり中間純利益

金額 

455円81銭 

(前連結会計年度) 

1株当たり純資産額 

7,162円55銭 

1株当たり当期純利益

金額 

1,004円39銭 

  当社は、平成18年3月

21日付で株式1株につ

き1.1株の株式分割を

行っております。 

なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮

定した場合の前連結会

計年度における1株当

たり情報については、

以下のとおりとなりま

す。 

 1株当たり純資産額 

 7,162円55銭 

 1株当たり当期純利益金

額   

 1,004円39銭 



（注） 1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日)

前連結会計年度 
(自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日)

中間（当期）純利益（百万円） 27,840 30,218 58,646 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
27,840 30,218 58,646 

普通株式の期中平均株式数（株） 50,182,949 50,175,750 50,180,664 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年9月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月20日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   2,053     7,024     7,043    

２．受取手形   15,855     16,137     15,817    

３．売掛金   39,765     43,662     44,898    

４．有価証券   154,953     142,502     148,389    

５．たな卸資産   7,867     7,934     8,170    

６．繰延税金資産   3,683     4,709     4,695    

７．その他   1,077     999     1,077    

８．貸倒引当金   △56     △48     △61    

流動資産合計     225,199 55.9   222,922 48.5   230,031 52.6 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

(1)建物   5,885     5,536     5,718    

(2)その他   2,368     3,896     2,501    

有形固定資産合計   8,254     9,432     8,220    

２．無形固定資産   316     254     298    

３．投資その他の資産                    

(1)投資有価証券   147,535     204,470     176,301    

(2)金銭の信託   20,641     21,809     21,858    

(3)その他   897     975     966    

(4)貸倒引当金   △14     △19     △20    

投資その他の資産合計   169,059     227,235     199,105    

固定資産合計     177,629 44.1   236,922 51.5   207,624 47.4 

資産合計     402,829 100.0   459,845 100.0   437,655 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年9月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月20日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   2,878     2,958     2,010    

２．未払費用   1,756     2,356     2,499    

３．未払法人税等   17,746     18,982     21,780    

４．賞与引当金   4,480     4,727     6,042    

５．役員賞与引当金   12     －     －    

６．その他   1,790     2,865     2,389    

流動負債合計     28,664 7.1   31,890 6.9   34,721 7.9 

Ⅱ 固定負債                    

１．繰延税金負債   2,400     1,677     2,421    

２．その他   15     0     0    

固定負債合計     2,415 0.6   1,677 0.4   2,422 0.6 

負債合計     31,080 7.7   33,568 7.3   37,144 8.5 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１．資本金     30,637 7.6   30,637 6.7   30,637 7.0 

２．資本剰余金                    

(1）資本準備金   30,526     30,526     30,526    

(2）その他資本剰余金   4     4     4    

資本剰余金合計     30,531 7.6   30,531 6.6   30,531 7.0 

３．利益剰余金                    

(1）利益準備金   692     692     692    

(2）その他利益剰余金                    

別途積立金   280,803     332,803     280,803    

繰越利益剰余金   26,726     30,082     55,146    

利益剰余金合計     308,222 76.5   363,578 79.1   336,642 76.9 

４．自己株式     △1,500 △0.4   △1,645 △0.4   △1,589 △0.4 

株主資本合計     367,890 91.3   423,101 92.0   396,222 90.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１．その他有価証券評価差
額金     3,858 1.0   3,175 0.7   4,289 1.0 

評価・換算差額等合計     3,858 1.0   3,175 0.7   4,289 1.0 

純資産合計     371,749 92.3   426,276 92.7   400,511 91.5 

負債純資産合計     402,829 100.0   459,845 100.0   437,655 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     75,138 100.0   79,814 100.0   156,053 100.0 

Ⅱ 売上原価     15,913 21.2   16,743 21.0   32,915 21.1 

売上総利益     59,224 78.8   63,071 79.0   123,138 78.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     17,796 23.7   18,509 23.2   36,191 23.2 

営業利益     41,428 55.1   44,561 55.8   86,946 55.7 

Ⅳ 営業外収益 ※１   2,083 2.8   2,577 3.2   4,312 2.8 

Ⅴ 営業外費用 ※２   26 0.0   60 0.1   51 0.0 

経常利益     43,485 57.9   47,079 59.0   91,207 58.4 

税引前中間（当期）純利益     43,485 57.9   47,079 59.0   91,207 58.4 

法人税、住民税及び事業税 ※４   17,349 23.1   18,638 23.4   36,150 23.2 

中間（当期）純利益     26,135 34.8   28,440 35.6   55,057 35.3 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,526 3 30,530 692 234,303 47,573 282,569 △1,112 342,624 

中間会計期間中の変動額                    

別途積立金の積立（注）           46,500 △46,500 －   － 

剰余金の配当（注）             △456 △456   △456 

役員賞与の支給（注）             △25 △25   △25 

中間純利益             26,135 26,135   26,135 

自己株式の取得                 △391 △391 

自己株式の処分     1 1         3 4 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1 1 － 46,500 △20,846 25,653 △388 25,266 

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,526 4 30,531 692 280,803 26,726 308,222 △1,500 367,890 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

4,877 4,877 347,502 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立（注）     － 

剰余金の配当（注）     △456 

役員賞与の支給（注）     △25 

中間純利益     26,135 

自己株式の取得     △391 

自己株式の処分     4 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△1,018 △1,018 △1,018 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,018 △1,018 24,247 

平成18年9月20日 残高 
（百万円） 

3,858 3,858 371,749 



当中間会計期間（自 平成19年3月21日 至 平成19年9月20日） 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成19年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,526 4 30,531 692 280,803 55,146 336,642 △1,589 396,222 

中間会計期間中の変動額                    

別途積立金の積立           52,000 △52,000 －   － 

剰余金の配当             △1,505 △1,505   △1,505 

中間純利益             28,440 28,440   28,440 

自己株式の取得                 △56 △56 

自己株式の処分     0 0         0 0 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）                    

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 0 0 － 52,000 △25,064 26,935 △56 26,879 

平成19年9月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,526 4 30,531 692 332,803 30,082 363,578 △1,645 423,101 

 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成19年3月20日 残高 
（百万円） 

4,289 4,289 400,511 

中間会計期間中の変動額      

別途積立金の積立     － 

剰余金の配当     △1,505 

中間純利益     28,440 

自己株式の取得     △56 

自己株式の処分     0 

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△1,113 △1,113 △1,113 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,113 △1,113 25,765 

平成19年9月20日 残高 
（百万円） 

3,175 3,175 426,276 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年3月21日 至 平成19年3月20日） 

 (注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,526 3 30,530 692 234,303 47,573 282,569 △1,112 342,624

事業年度中の変動額         

別途積立金の積立(注)     46,500 △46,500 －   －

剰余金の配当(注)     △456 △456   △456

剰余金の配当     △501 △501   △501

 役員賞与の支給(注)     △25 △25   △25

当期純利益     55,057 55,057   55,057

自己株式の取得       △480 △480

自己株式の処分     1 1   3 5

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

        

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ － 1 1 － 46,500 7,573 54,073 △476 53,597

平成19年3月20日 残高 
（百万円） 

30,637 30,526 4 30,531 692 280,803 55,146 336,642 △1,589 396,222

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年3月20日 残高 
（百万円） 

4,877 4,877 347,502

事業年度中の変動額   

別途積立金の積立(注)   －

剰余金の配当(注)   △456

 剰余金の配当   △501

 役員賞与の支給(注)   △25

 当期純利益   55,057

自己株式の取得   △480

自己株式の処分   5

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△588 △588 △588

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△588 △588 53,009

平成19年3月20日 残高 
（百万円） 

4,289 4,289 400,511



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

取得原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、取得

原価は移動平均法により算

定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  金銭の信託に含まれる有価証券 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、取得原

価は移動平均法により算定） 

金銭の信託に含まれる有価証券 

同左 

金銭の信託に含まれる有価証券 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、取得原価は

移動平均法により算定） 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

  同左 同左 

製品 総平均法による原価法    

原材料 総平均法による原価法    

仕掛品 総平均法による原価法    

３．固定資産の減価償却の方

法 

     

有形固定資産 定率法 定率法（ただし、平成19年4月1日

以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法） 

定率法 

      

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、当中

間会計期間より、改正後の法

人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。 

この変更に伴う損益に与える

影響は軽微であります。 

  

  

無形固定資産 定額法 同左 同左 

４．引当金の計上基準      

(1）貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

同左 同左 

(2) 賞与引当金 従業員に対する賞与支給に備える

ため、賞与支給予想額のうち当中

間会計期間負担額を計上しており

ます。 

同左 従業員に対する賞与支給に備える

ため、賞与支給予想額のうち当期

負担額を計上しております。 

(3) 役員賞与引当金 役員に対する賞与支給に備えるた

め、賞与支給予想額のうち当中間

会計期間負担額を計上しておりま

す。 

───── ───── 

５．消費税等の会計処理方法 税抜方式によっております。 同左 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第8

号 平成17年12月9日）を適用してお

ります。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は371,749百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日）を適用しておりま

す。 

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は400,511百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表

の純資産の部については、財務諸表等

規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年3月21日 至 平成18年9月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加18,437株は、単元未満株式の買取りによる増加13,314株、株式分割による増加5,123株

であります。普通株式の自己株式の減少145株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

当中間会計期間（自 平成19年3月21日 至 平成19年9月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加2,172株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。普通株式の自己株式の減少

9株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

前事業年度（自 平成18年3月21日 至 平成19年3月20日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の増加21,648株は、単元未満株式の買取りによる増加16,525株、株式分割による増加5,123株

であります。普通株式の自己株式の減少184株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

項目 
前中間会計期間末 

（平成18年9月20日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月20日） 
前事業年度末 

（平成19年3月20日） 

※１．有形固定資産      

減価償却累計額 16,901百万円 18,173百万円       17,746百万円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日） 

前事業年度 
（自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日） 

※１．営業外収益の主要項目 信託運用益 1,119百万円 信託運用益    1,016百万円 信託運用益    2,302百万円

※２．営業外費用の主要項目 固定資産除却損 11百万円 固定資産除却損   29百万円 固定資産除却損   22百万円

 ３．減価償却実施額 有形固定資産 740百万円

無形固定資産 46百万円

有形固定資産    793百万円

無形固定資産   53百万円

有形固定資産    1,692百万円

無形固定資産   100百万円

※４．法人税等の表示方法 法人税等調整額は「法人税、住民

税及び事業税」に含めて表示して

おります。 

同左 ───── 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

自己株式 

普通株式（注） 51,235 18,437 145 69,527 

合計 51,235 18,437 145 69,527 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当中間会計期間 
増加株式数（株） 

当中間会計期間 
減少株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

自己株式 

普通株式（注） 72,699 2,172 9 74,862 

合計 72,699 2,172 9 74,862 

 
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

自己株式 

普通株式（注） 51,235 21,648 184 72,699 

合計 51,235 21,648 184 72,699 



（1株当たり情報） 

 （注） 1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日)

当中間会計期間 
(自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日)

前事業年度 
(自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日)

1株当たり純資産額 7,408円32銭      8,495円86銭      7,982円00銭 

1株当たり中間（当期）純利益金額 520円80銭    566円82銭      1,097円18銭 

潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益金額 

潜在株式調整後1株当

たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

潜在株式調整後1株当

たり中間純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

潜在株式調整後1株当

たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が

ないため記載しており

ません。 

  当社は、平成18年3月

21日付で株式1株につ

き1.1株の株式分割を

行っております。 

なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮

定した場合の1株当た

り情報については、そ

れぞれ以下のとおりと

なります。 

(前中間会計期間) 

1株当たり純資産額 

6,373円50銭 

1株当たり中間純利益

金額 

427円20銭 

(前事業年度) 

1株当たり純資産額 

6,922円79銭 

1株当たり当期純利益

金額 

943円53銭 

  当社は、平成18年3月

21日付で株式1株につ

き1.1株の株式分割を

行っております。 

なお、当該株式分割が

前期首に行われたと仮

定した場合の1株当た

り情報については、そ

れぞれ以下のとおりと

なります。 

 （前事業年度） 

 1株当たり純資産額 

 6,922円79銭 

1株当たり当期純利益

金額 

943円53銭 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年3月21日 
至 平成18年9月20日)

当中間会計期間 
(自 平成19年3月21日 
至 平成19年9月20日)

前事業年度 
(自 平成18年3月21日 
至 平成19年3月20日)

中間（当期）純利益（百万円） 26,135 28,440 55,057 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
26,135 28,440 55,057 

普通株式の期中平均株式数（株） 50,182,949 50,175,750 50,180,664 



(2）【その他】 

平成19年11月5日開催の取締役会において、第36期の中間配当を行うことを決議しました。 

中間配当金総額   1,505百万円 

1株当たりの額      30円00銭 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第35期）（自 平成18年3月21日 至 平成19年3月20日）平成19年6月20日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成18年11月24日 

株式会社キーエンス      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉川 郁夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浅賀 裕幸  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社キーエンスの平成18年３月21日から平成19年３月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年３月21日から

平成18年９月20日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社キーエンス及び連結子会社の平成18年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年３月21日から平成18年９月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成19年11月22日 

株式会社キーエンス      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉川 郁夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 玉井 照久  印 

         

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社キーエンスの平成19年３月21日から平成20年３月20日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年３

月21日から平成19年９月20日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表

の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社キーエンス及び連結子会社の平成19年９月20日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成19年３月21日から平成19年９月20日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成18年11月24日 

株式会社キーエンス      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉川 郁夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 浅賀 裕幸  印 

         

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社キーエンスの平成18年３月21日から平成19年３月20日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成18年３月21日から平

成18年９月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社キーエンスの平成18年９月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年３月21日

から平成18年９月20日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

       

      平成19年11月22日 

株式会社キーエンス      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 吉川 郁夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 玉井 照久  印 

         

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社キーエンスの平成19年３月21日から平成20年３月20日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成19年３月

21日から平成19年９月20日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社キーエンスの平成19年９月20日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年３月21日

から平成19年９月20日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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